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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第２四半期
連結累計期間

第34期
第２四半期
連結累計期間

第33期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高（百万円） 30,944 32,379 63,243

経常利益（百万円） 14,256 15,420 29,884

四半期（当期）純利益（百万円） 8,759 9,298 18,346

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
8,678 9,483 18,453

純資産額（百万円） 113,968 125,532 119,676

総資産額（百万円） 144,066 155,031 154,543

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
32.54 35.87 69.35

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
32.47 35.80 69.21

自己資本比率（％） 78.8 80.5 77.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
7,945 9,072 22,059

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,857 △10,247 4,679

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△16,103 △3,921 △20,446

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
26,240 29,736 34,833

　

回次
第33期

第２四半期
連結会計期間

第34期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 16.47 16.79

　

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．当社は、第32期において従業員株式所有制度を導入しております。当従業員株式所有制度の導入に伴い、Ｕ

ＳＳ従業員持株会専用信託（以下、従持信託といいます。）は自己株式を所有しております。これに伴い、

１株当たり四半期（当期）純利益金額ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定

に用いられた普通株式の期中平均株式数には、従持信託が保有する自己株式を含めております。（詳細は

「第４　経理の状況　１ 四半期連結財務諸表 注記事項（１株当たり情報）」に記載しております。）

４．当社は、平成25年８月５日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき10株の株

式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期

（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．業績の状況

当第２四半期連結累計期間における国内自動車流通市場は、前年同期が政府の経済対策であるエコカー補助金制

度の実施により新車販売が高水準で推移したのに対し、今期は、軽自動車の販売台数が増加したものの、軽自動車

以外の登録車では販売台数が減少するなど本格的な需要回復には至りませんでした。この結果、新車登録台数は

2,545千台（前年同期比1.7％減）となり、中古車登録台数は3,243千台（前年同期比1.0％減）となりました。

（（社）日本自動車販売協会連合会、（社）全国軽自動車協会連合会調べ）

国内におけるオートオークション市場については、出品台数が3,478千台（前年同期比3.8％減）、成約台数は

2,162千台（前年同期比6.3％増）、成約率は62.2％（前年同期実績56.2％）となりました。（（株）月刊ユースト

カー調べ）

　

このような経営環境の中、ＵＳＳグループの当第２四半期連結累計期間における経営成績は、売上高32,379百万

円（前年同期比4.6％増）、営業利益15,144百万円（前年同期比7.8％増）、経常利益15,420百万円（前年同期比

8.2％増）、四半期純利益9,298百万円（前年同期比6.2％増）となりました。

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は155,031百万円となり、前連結会計年度末と比較して488百万円増加し

ました。これは、現金及び預金が1,402百万円増加したことや、有形固定資産が4,853百万円増加したのに対し、

オークション貸勘定が5,875百万円減少したことなどによるものであります。

負債合計は29,498百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,368百万円減少しました。これは、オークショ

ン借勘定が6,975百万円減少したのに対し、未払金の増加などにより流動負債のその他が1,430百万円増加したこと

などによるものであります。

純資産合計は125,532百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,856百万円増加しました。これは、利益剰余

金が5,529百万円増加したことなどによるものであります。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①オートオークション

オートオークション事業の出品台数は、前年同期がエコカー補助金制度の対象期間であったこともあり1,081

千台(前年同期比3.4％減)と減少しましたが、成約台数は725千台（前年同期比6.9％増）と増加し、成約率は

67.1％（前年同期実績60.6％）となりました。

オークション手数料については、成約率が上昇したことに加え、一部の会場において、割戻し制度を見直した

ことや、衛星TVによる落札手数料改定の効果などにより手数料単価が上昇したことから増加しました。営業費用

については、販売促進費が減少したのに対し、名古屋会場建物の新築移転に伴い、租税公課、消耗品費および減

価償却費などが増加しました。

この結果、オートオークション事業は、外部顧客に対する売上高23,558百万円（前年同期比4.3％増）、営業

利益14,463百万円（前年同期比4.8％増）となりました。

②中古自動車等買取販売

中古自動車買取専門店「ラビット」は、買取販売台数が減少したものの、オートオークション相場が高値で推

移したことなどから台当たり粗利益が増加し、減収増益となりました。

事故現状車買取販売事業は、オークション相場が高値で推移したことなどから台当たり粗利益が増加し増収増

益となりました。

この結果、中古自動車等買取販売事業は、外部顧客に対する売上高5,700百万円（前年同期比2.2％増）、営業

利益380百万円（前年同期比93.2％増）となりました。

③その他

廃自動車等のリサイクル事業は、廃自動車等の取扱量が増加したことや新たな再資源化技術の開発により新規

取引先が増加したことに加え、鉄スクラップ市況も改善したことから増収増益となりました。

廃ゴムのリサイクル事業は、主力製品であるカラー着色の弾性舗装用ゴム製品の受注が減少したことに加え、

水道光熱費および修繕費などが増加したことから減収減益となりました。

中古自動車の輸出手続代行サービス事業は、取扱台数の増加により増収増益となりました。

この結果、その他事業は、外部顧客に対する売上高3,120百万円（前年同期比12.1％増）、営業利益232百万円

（前年同期実績　営業損失３百万円）となりました。
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２．キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比較して5,097百万円減少し、29,736百万円となりました。なお、当第２四半期連結累計期間における連結

キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は9,072百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益15,227百

万円（前年同期比6.9％増）、減価償却費及びその他の償却費1,829百万円（前年同期比7.0％増）、法人税等の

支払額5,509百万円（前年同期比20.6％減）によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は10,247百万円となりました。これは主に、定期預金の純増減による支出6,500

百万円（前年同期実績 純増減による収入6,100百万円）、有形固定資産の取得による支出4,177百万円（前年同

期比1,543.9％増）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は3,921百万円となりました。これは主に、配当金の支払額3,769百万円（前年同

期比3.4％増）によるものであります。

３．事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

（株式会社の支配に関する基本方針）

　Ⅰ．基本方針の内容

　大規模買付行為が行われる場合、当該大規模買付行為が会社の支配権の移転を伴うものであったとしても、当社

は資本市場に公開された株式会社である以上、大規模買付者（大規模買付行為を行おうとする者または大規模買付

行為を行っている者を総称していいます。以下同じとします。）に対して株式を売却するか否かの判断や、大規模

買付者に対して会社の経営を委ねることの是非に関する判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思に委ねら

れるべきものだと考えております。

　しかしながら、大規模な買付行為の中には、①買付者による買付行為の目的等からみて、買付者が真摯に合理的

な経営を目指すものではないことが明白なもの、②一般株主に不利益な条件での株式の売却を事実上強要するおそ

れがあるもの、③当該買付行為に応じることの是非を一般株主が適切に判断を行うために必要な情報や相当な考慮

期間が提供・確保されていないもの、④当該買付行為に対する賛否の意見または当該買付者が提示する買収提案

や、事業計画等に代替する事業計画等（以下「代替案」と総称します。）を会社の取締役会が株主に対して提示す

るために必要な情報、当該買付者との交渉機会、相当な考慮期間等を会社の取締役会に対して与えないもの等、会

社の企業価値または株主の共同の利益に対して回復困難な損害を与える可能性のあるものも少なくありません。

　以上の企業買収をめぐる状況に鑑み、当社は、大規模買付者に対して事前に当該大規模買付行為に関する必要な

情報の提供および考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否か

を当社株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案

を当社株主の皆様に対して提示すること、あるいは、当社株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を

可能とし、もって当社の企業価値、ひいては当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を図ることが必要であると

考えております。

　当社は、当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上をこのようにして図ることを妨げる態

様で当社株券等（下記Ⅲ２(1)に定義されます。以下同じとします。）についての大規模な買付行為を行う者に対

しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益を確保する必

要があると考えております。
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　Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社および当社子会社（以下「ＵＳＳグループ」といいます。）の事業は、会員制オートオークション事業を中

心に中古自動車等買取販売事業、廃自動車等のリサイクル事業などから構成されております。

　オートオークション事業におきましては、全国17箇所に現車オークション会場を展開し、会員企業数はＵＳＳグ

ループ全体で45,577社（平成25年９月30日現在）、年間出品台数219万9,797台（平成25年３月期）、市場シェア

31.5％（平成24年暦年）と業界トップの地位を確保しております。

１．わが国の中古自動車流通市場について

　わが国の中古自動車流通は、消費者の皆様が、自動車の買い換えを行う際に、所有している自動車を自動車

ディーラーや中古車買取専門店等に売却し、新しい自動車を購入することが一般的な商習慣となっております。

　そのように売却された自動車は、ＵＳＳグループを含めて、全国に約120あるオークション会場に出品され、

取引されることが主流となっております。

　したがって、オートオークションは、株式市場における金融商品取引所と同様、中古自動車流通における商品

取引所としての社会的インフラの役割を担っております。

　

　２．オートオークション業界におけるＵＳＳグループの役割

中古自動車流通市場の中でＵＳＳグループが、オートオークション業界のリーディングカンパニーとして、中

古車取扱業者である会員企業から絶大な支持と信頼をいただいているのは、昭和55年の創業以来、経営理念に

「公正な市場の創造」と「会員との共生」を掲げ、いち早くコンピューターを使った競売システムを導入し、他

社に先駆け、全国主要都市にオークション会場を展開するといった施策を的確かつスピーディーに行った結果で

あります。

　また、インターネットや衛星ＴＶシステムを利用し、オークション会場に出向かなくても、ＵＳＳグループ17

会場および業務提携契約を締結しているオークション会場から落札できるシステムを開発したことで、会員企業

の飛躍的な利便性の向上を実現しており、ＵＳＳグループはさらなる利益の成長を実現してまいります。

　

　３．中期経営目標による企業価値向上への取組み

　中長期的には、わが国の自動車需要が成熟期を迎える中で、中古自動車流通における社会的インフラの役割を

担いながら、資本市場に公開された株式会社として当社株主の皆様の利益を増大させていくには、さらなる市場

シェアの獲得が重要であると考えております。

　ＵＳＳグループは、オートオークション市場における市場シェア拡大を目標とし、全国17箇所で運営するオー

クション会場の利便性向上のために、さらなる設備投資を実施するほか、新規会員の獲得に向けた営業活動等

オートオークション事業へ重点的に経営資源を投入してまいります。また、ＵＳＳグループは、オートオーク

ション事業を中核として、中古自動車等買取販売事業やリサイクル事業を展開しておりますが、経営方針である

「中古車流通業界をリードする総合企業」となるべく、Ｍ＆Ａを含めてあらゆる成長の機会を迅速に捉え、成長

のスピードを加速してまいります。

　また、資本効率を重視した経営も標榜し、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）を重要な経営指標として捉え、継

続的に15％を上回ることを目指しております。

　

　４．コーポレートガバナンスの強化に向けた取組み

　当社は、経営理念である「公正な市場の創造」と「会員との共生」を具現化することで、ＵＳＳグループ全体

の持続的な企業価値向上を図っていくため、コーポレートガバナンスの強化を経営上の重要課題と位置づけ、経

営の透明性と公正性の向上と迅速な意思決定の追求に努めております。

　当社は、株主の皆様に対する経営陣の責任を一層明確化するため、平成18年６月28日に開催した第26期定時株

主総会において、取締役の任期を２年から１年に短縮するとともに、経営の透明性と公正性を確保するため、社

外取締役４名を選任し、現在に至っております。また、当社は、社外取締役４名全員について、一般株主と利益

相反が生じるおそれのない社外役員であると判断し、当社が上場する金融商品取引所に対し、独立役員として届

け出ております。かかる独立取締役については、取締役会等における業務執行に係る決定局面等において、一般

株主の利益への配慮がなされるよう必要な意見を述べる等、一般株主の利益保護のための行動をとることが期待

されます。

　さらに、社外監査役２名を選任し、いずれも高い独立性を有していることから、独立役員として届け出ており

ます。かかる独立監査役については、取締役会に出席するほか、取締役の職務の執行その他会社の業務および財

産の状況につき十分に調査し、監査を行っております。　
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　５．当社株式に関する取組み

　当社は、平成11年９月に名古屋証券取引所第２部に、平成12年12月に東京証券取引所、名古屋証券取引所第１

部に当社株式を上場して以来、株式分割や単元株数の変更等の措置を実施することによって、当社の株主層の拡

大に努めてまいりました。その結果、平成25年９月30日現在、当社の株主数は6,197名となるとともに、その株

主構成につきましても個人株主が大半を占めるに至り、当社株式の流動性は上場当初と比較して大きく向上して

おります。

　当社といたしましては、今後も、当社株式の流動性の向上を図るとともに、安定的な経営を行い、当社の企業

価値および当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を継続的に図ってまいります。

　

　Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　１．「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」の目的

　当社は、平成24年６月26日開催の第32期定時株主総会において、上記Ⅰ記載の基本方針に照らして不適切な者

によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、大規模買付者に

対して事前に当該大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のための期間の確保を求めること

によって、①当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断すること、②当社取締役会

が独立委員会（下記４に定義されます。以下同じとします。）の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否

の意見または代替案を当社株主の皆様に対して提示すること、あるいは、③当社株主の皆様のために大規模買付

者と交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値、ひいては当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上

を目的として、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいま

す。）の継続を決定いたしました。

　

 ２．本プランの内容

(1) 対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義

　次の①から③までのいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をしたものを除きます。）ま

たはその可能性のある行為（以下「大規模買付行為」と総称します。）がなされ、またはなされようとする場合

に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合があります。

①　当社が発行者である株券等（注１）に関する当社の特定の株主の株券等保有割合（注２）が20％以上となる

当該株券等の買付けその他の取得（注３）

②　当社が発行者である株券等（注４）に関する当社の特定の株主の株券等所有割合（注５）とその特別関係者

（注６）の株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得（注７）

③　上記①または②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主（複

数である場合を含みます。以下本③において同じとします。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共

同保有者（注８）に該当するに至るような合意その他の行為、または当該特定の株主と当該他の株主との間

に、その一方が他方を実質的に支配し、もしくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係（注９）を樹

立する行為（注10）（ただし、当社が発行者である株券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有

割合の合計が20％以上となるような場合に限ります。）

（注１）金融商品取引法第27条の23第１項に定義される株券等をいいます。以下別段の定めがない限り同じと

します。

（注２）金融商品取引法第27条の23第４項に定義される株券等保有割合をいいます。以下同じとしますが、か

かる株券等保有割合の計算上、(ｉ)同法第27条の２第７項に定義される特別関係者、ならびに(ⅱ)当

該特定の株主との間でフィナンシャル・アドバイザー契約を締結している投資銀行、証券会社その他

の金融機関ならびに当該特定の株主の公開買付代理人および主幹事証券会社（以下「契約金融機関

等」と総称します。）は、当社の特定の株主の共同保有者とみなします。また、かかる株券等保有割

合の計算上、当社の発行済株式の総数は、当社が公表している直近の情報を参照することができるも

のとします。

（注３）売買その他の契約に基づく株券等の引渡請求権を有することおよび金融商品取引法施行令第14条の６

に規定される各取引を行うことを含みます。

（注４）金融商品取引法第27条の２第１項に定義される株券等をいいます。以下本②において同じとします。

（注５）金融商品取引法第27条の２第８項に定義される株券等所有割合をいいます。以下同じとします。な

お、かかる株券等所有割合の計算上、当社の総議決権の数は、当社が公表している直近の情報を参照

することができるものとします。
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（注６）金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる

者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定

める者を除きます。なお、(ⅰ)共同保有者および(ⅱ)契約金融機関等は、当該当社の特定の株主の特

別関係者とみなします。以下別段の定めがない限り同じとします。

（注７）買付けその他の有償の譲受けおよび金融商品取引法施行令第６条第３項に規定される有償の譲受けに

類するものを含みます。

（注８）金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者と

みなされる者を含みます。以下同じとします。

（注９）「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し、もしくはそれらの者が

共同ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、業務提携関係、

取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デリバティブや貸株等を通じた

当社株券等に関する実質的な利害関係等の形成や、当該特定の株主および当該他の株主が当社に対し

て直接・間接に及ぼす影響等を基礎に行うものとします。

（注10）上記③所定の行為がなされたか否かの判定は、当社取締役会が独立委員会の勧告に従って行うものと

します。なお、当社取締役会は、当該③の要件に該当するか否かの判定に必要と判断される範囲にお

いて、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。

（注11）なお、会社法、金融商品取引法その他の法律およびそれらに関する規則、政令、内閣府令および省令

等（以下「法令等」と総称します。）に改正（法令等の名称の変更や法令等を実質的に継承する新し

い法令等の制定を含みます。）があり、これらが施行された場合には、本プランにおいて引用する法

令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後のこれらの法令等の各条項を実

質的に継承する法令等の各条項に、それぞれ読み替えられるものとします。

　

(2) 買付説明書の提出

　大規模買付者には、大規模買付行為の開始または実行に先立ち、別途当社の定める書式により、法令等および

本プランに定める手続を遵守することを当社取締役会に対して誓約する旨が記載され、大規模買付者代表者によ

る署名または記名押印のなされた書面および当該署名または記名押印を行った代表者の資格証明書（以下「買付

説明書」と総称します。）を当社代表取締役社長宛に提出していただきます。当社取締役会は、かかる買付説明

書を受領した場合、直ちにこれを独立委員会に提出いたします。

　買付説明書には、法令等および本プランに定める手続を遵守する旨の誓約のほか、大規模買付者の氏名または

名称、住所または本店・事務所等の所在地、設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連絡先、大規模買付

者が現に保有する当社の株券等の数、買付説明書提出前60日間における大規模買付者の当社の株券等の取引状況

および企図する大規模買付行為の概要等も明示していただきます。なお、買付説明書における使用言語は日本語

に限ります。

　当社は、大規模買付者から買付説明書が提出された場合、当社取締役会または独立委員会が適切と認める事項

について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して適時適切に開示いたし

ます。

　

(3) 大規模買付者に対する情報提供要求

　大規模買付者には、当社取締役会に対して、次の①から⑧までに掲げる情報（以下「大規模買付情報」と総称

します。）を、当社取締役会が買付説明書を受領した日から10営業日以内（初日は算入されないものとしま

す。）に（ただし、⑧については、当社取締役会が都度定める合理的な期間内に）提供していただきます。当社

取締役会は、大規模買付情報を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に対して提供いたします。

　なお、当社取締役会または独立委員会が、大規模買付者から当初提供を受けた情報だけでは、当該大規模買付

行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断することや、当社取締役会および独立委員会が当該大規

模買付行為に対する賛否の意見を形成して（以下「意見形成」といいます。）、または代替案を立案して（以下

「代替案立案」といいます。）当社株主の皆様に対して適切に提示することが困難であると判断した場合は、合

理的な期間の提出期限（当社取締役会が買付説明書を受領した日から60日以内（初日は算入されないものとしま

す。）の一定の日とします。）を定めた上で、当該定められた具体的期間および合理的な期間を必要とする理由

を当社株主の皆様に対して開示することにより、当社株主の皆様による適切な判断ならびに当社取締役会および

独立委員会による意見形成および代替案立案のために必要な追加情報の提供を随時大規模買付者に対して要求す

ることができるものとします。ただし、この場合、当社取締役会は、当該意見に従うことにより取締役の善管注

意義務に違反するおそれがあると合理的に判断される等の事情があると認める場合を除き、原則として、独立委

員会の意見に従うものとします。

EDINET提出書類

株式会社ユー・エス・エス(E05045)

四半期報告書

 9/40



　また、当社取締役会または独立委員会が大規模買付情報の提供が完了したと判断した場合には、当社は、その

旨を適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して、適時適切に開示いたしま

す。さらに、当社は、当社取締役会の決定に従い、大規模買付情報の受領後、大規模買付情報のうち当該大規模

買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断するために必要と認められる情報を、適用ある法令

等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して原則として適時適切に開示いたします。ただ

し、当社取締役会は、かかる判断および決定に当たって、当該意見に従うことにより取締役の善管注意義務に違

反するおそれがあると合理的に判断される等の事情があると認める場合を除き、原則として、独立委員会の意見

に従うものとします。

　なお、本プランに基づく大規模買付情報の提供その他当社への通知、連絡における使用言語は日本語に限りま

す。

①　大規模買付者およびそのグループ（主要な株主または出資者および重要な子会社・関連会社を含み、大規模

買付者がファンドまたはその出資に係る事業体である場合は主要な組合員、出資者（直接であるか間接である

かを問いません。）その他の構成員ならびに業務執行組合員および投資に関する助言を継続的に行っている者

を含みます。以下同じとします。）の概要（具体的名称、資本構成、出資割合、財務内容、過去10年以内にお

ける法令違反行為の有無（およびそれが存する場合にはその概要）、ならびに役員の氏名および略歴、過去に

おける法令違反行為の有無（およびそれが存する場合にはその概要）等を含みます。）

②　大規模買付行為の目的・方法および内容（大規模買付行為の対象となる当社株券等の種類および数、大規模

買付行為の対価の種類および価額、大規模買付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の

適法性、大規模買付行為の実行に関して付されている条件等の有無およびその内容、大規模買付行為および関

連する取引の実現可能性、大規模買付行為完了後に当社株券等が上場廃止となる見込みがある場合にはその旨

およびその理由を含みます。なお、大規模買付行為の方法の適法性については資格を有する弁護士による意見

書を併せて提出していただきます。）

③　大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡（当社に対して重要提案行為等（金融商品取引法

第27条の26第１項に定義される重要提案行為等をいいます。）を行うことに関する意思連絡を含みます。以下

同じとします。）の有無および意思連絡が存する場合にはその具体的な態様および内容

④　大規模買付行為に係る買付け等の対価の算定根拠およびその算定経緯（算定の前提となる事実や仮定、算定

方法、算定機関に関する情報、算定に用いた数値情報ならびに大規模買付行為に係る一連の取引により生じる

ことが予想されるシナジーないしディスシナジーの額およびその算定根拠を含みます。）

⑤　大規模買付行為に係る買付け等の資金の裏付け（当該資金の提供者（実質的提供者（直接であるか間接であ

るかを問いません。）を含みます。）の具体的名称、調達方法、資金提供が実行されるための条件および資金

提供後の担保ないし誓約事項の有無および内容ならびに関連する具体的取引の内容を含みます。）

⑥　大規模買付行為の完了後に意図するＵＳＳグループの経営方針、事業計画、財務計画、資金計画、投資計

画、資本政策および配当政策等（大規模買付行為完了後における当社事業または資産の売却、担保提供その他

の処分に関する計画を含みます。）その他大規模買付行為完了後におけるＵＳＳグループの顧客、取引先、役

員、従業員、事業所等が所在する地方公共団体その他の当社に係る利害関係者の処遇方針

⑦　大規模買付行為完了後におけるＵＳＳグループの経営に際して必要な国内外の許認可維持の可能性および国

内外の各種法令等の規制遵守の可能性

⑧　その他独立委員会が合理的に必要と判断し、不備のない適式な買付説明書を当社取締役会が受領した日から

原則として10営業日以内（初日は算入されないものとします。）に書面により大規模買付者に対して要求した

情報

　

(4) 買付説明書の提出または大規模買付情報の提供がなされないまま大規模買付行為が開始もしくは実行された場

合の手続

　大規模買付者が当社代表取締役社長宛に買付説明書を提出せず、または大規模買付者が当社取締役会に対する

大規模買付情報の提供を完了させることなく、大規模買付行為が開始もしくは実行された場合、独立委員会は、

当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上のために対抗措置（下記(12)の内容によりま

す。以下同じとします。）を発動させないことが必要であることが明白なことその他の特段の事情がある場合を

除き、原則として、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。
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(5) 独立委員会による濫用的買収者該当性の検討

　大規模買付者が本プランに定める手続を遵守した場合、独立委員会は、原則として、当社取締役会に対して、

大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告いたします。

　もっとも、本プランに定める手続が遵守されている場合であっても、独立委員会は、当該大規模買付者が濫用

的買収者（次の①から⑧までのいずれかの場合に該当することが疑われるに足りる相当な事情があると認められ

る者を総称していいます。以下同じとします。）に該当するか否かを検討いたします。

①　真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株式を会社関係者に引き取ら

せる目的で当社株券等の買収を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー）ないし当社株券等の取得目的が

主として短期の利鞘の獲得にある場合

②　当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業経営上必要

な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該大規模買付者またはそのグループ会社等

に移譲させることにある場合

③　当社の会社経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者またはそのグループ会社等の債務の担保や

弁済原資として不当に流用する予定で、当社株券等の取得を行っている場合

④　当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係

していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせ

るかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする点にある場合（注

12）

⑤　大規模買付者の提案する当社株券等の取得条件（買付対価の種類、価額およびその算定根拠、内容、時期、

方法、違法性の有無、実現可能性等）が、当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益に照らして不十

分または不適切なものであると客観的かつ合理的な根拠をもって判断される場合

⑥　大規模買付者の提案する買収の方法が、二段階買付け（第一段階の買付けで当社株券等の全てを買付けられ

ない場合の、二段階目の買付けの条件を不利に設定し、明確にせず、または上場廃止等による将来の当社株券

等の流通性に関する懸念を惹起せしめるような形で当社株券等の買付けを行い、当社株主の皆様に対して買付

けに応じることを事実上強要するもの）等に代表される当社株主の皆様の判断の機会または自由を制約する構

造上強圧的な方法による買収である場合

⑦　大規模買付者による支配権取得により、結果的に、当社の企業価値が著しく毀損することが予想されたり、

当社の企業価値の維持および向上を著しく妨げるおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合、また

は大規模買付者が支配権を獲得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値との比較において、

当該大規模買付者が支配権を取得しない場合の当社の企業価値と比べ、明らかに劣後すると判断される場合

⑧　その他①から⑦に準ずる場合で、当社の企業価値または当社株主の皆様共同の利益を著しく損なうと判断さ

れる場合

（注12）例えば、会社の資産を買付者の債務の担保とすることや、会社の遊休資産を処分し、その処分利益を

もって高配当をさせることを大規模買付者が意図している場合であっても、かかる大規模買付者の意

図がこれらに形式的に該当することや、株主以外のステークホルダーの利益に悪影響を与えることの

みを理由として、濫用的買収者に該当すると判断しないものといたします。

　

(6) 濫用的買収者であると判定された場合の手続

　独立委員会は、大規模買付者が濫用的買収者に該当すると認めた場合で、かつ、かかる大規模買付行為に対す

る対抗措置の発動が相当であると判断する場合には、当社取締役会に対して、取締役会評価期間（下記(7)に定

義されます。以下同じとします。）の開始または終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、かかる大規模買

付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

　なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は下記(9)ア①に準じるものとします。
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(7) 取締役会評価期間の設定等

　取締役会は、大規模買付者が開示した大規模買付行為の内容に応じた下記①または②の期間（いずれも大規模

買付情報の提供が完了したと当社取締役会または独立委員会が判断した旨を当社が開示した日から起算され、初

日は算入されないものとします。）を、当社取締役会による評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買

付者との交渉等のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。大規模買付行為

は、本プランに別段の記載なき限り、取締役会評価期間の経過後にのみ開始または実行されるべきものとしま

す。なお、かかる取締役会評価期間は、当社の事業内容の評価、検討の困難さや、意見形成、代替案立案等の難

易度等を勘案して設定されたものです。

①　対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われる場合：最長60日間

②　①を除く大規模買付行為が行われる場合：最長90日間

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、大規模買付者から提供された大規模買付情報に基づき、当

社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の確保ないし向上の観点から企図されている大規模買付行為

に関して評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との交渉等を行うものとします。当社取締役

会が評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との交渉等を行うに当たっては、原則として当社

取締役会から独立した第三者的立場にある外部専門家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士

等）の助言を得るものとします。

　なお、独立委員会が取締役会評価期間内に下記(9)記載の勧告を行うに至らないこと等の理由により、当社

取締役会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動の決議に至らないことにつきやむを得ない事情

がある場合、当社取締役会または独立委員会は、必要な範囲内で取締役会評価期間を最大30日間（初日は算入

されないものとします。）延長することができるものとします。当社取締役または独立委員会が取締役会評価

期間を延長した場合、当社は、当該決議された具体的期間およびその具体的期間が必要とされる理由を適用あ

る法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して適時適切に開示いたします。

　

(8) 取締役会評価期間中に大規模買付行為が開始された場合の手続

　独立委員会は、大規模買付者が取締役会評価期間中に大規模買付行為を開始したと認めた場合、当社の企業価

値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要であることが明

白なことその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告し

ます。

　

(9) 独立委員会の勧告手続

　ア　独立委員会の勧告

　独立委員会は、取締役会評価期間内に、次の①から③までに定めるところに従い、当社取締役会に対して大

規模買付行為に関する勧告を行うものとします。

　

①　独立委員会による対抗措置発動の勧告

　　本プランに別途定める場合のほか、大規模買付者が本プランに定める手続につきその重要な点において違反

した場合で、当社取締役会がその是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日以内（初日

は算入されないものとします。）に当該違反が是正されず、かつ、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の

発動が相当であると判断する場合には、独立委員会は、当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の

確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要であることが明白なことその他の特段の事情がある場

合を除き、原則として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します（な

お、独立委員会は、必要と認める場合には、対抗措置の内容を特定し、対抗措置の発動に一定の条件等を付す

ことができるものとします。）。

　　かかる勧告がなされた場合、当社は、独立委員会の意見およびその意見の理由その他当社取締役会が適切と

認める事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って当社株主の皆様に対して適時適切に

開示いたします。また、必要に応じて、勧告に至った独立委員会の議事の要旨について、当社株主の皆様に対

して適時適切に開示いたします。

　なお、独立委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告した後であっても、大規模買付行為が撤

回された場合その他当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じた場合、対抗措置の発動の中止そ

の他の再勧告を当社取締役会に対して行うことができるものとします。かかる再勧告が行われた場合も、当社

は、かかる独立委員会の再勧告およびその再勧告の理由その他当社取締役会が適切と認める事項について、適

用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して適時適切に開示いたします。ま

た、必要に応じて、再勧告に至った独立委員会の議事の要旨について、当社株主の皆様に対して適時適切に開

示いたします。
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②　独立委員会による株主の意思確認の勧告

　独立委員会における評価等の結果、大規模買付者等から提示されたＵＳＳグループの事業計画を含む買収提

案等と、当社取締役会から提示されたＵＳＳグループの事業計画等との間に明らかな相違があるとまでは認め

られない場合等にあっては、対抗措置を発動させることが当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益

の確保・向上のために望ましいか否かの判断が困難であることが通常であると考えられます。従いまして、こ

の場合には、独立委員会は、原則として、当社取締役会に対して、株主総会において大規模買付行為に対する

対抗措置の発動の要否や内容等について当社株主の皆様の意思を確認することを勧告します。かかる勧告が行

われた場合、当社は、当社取締役会が適切と認める事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則

に従って当社株主の皆様に対して適時適切に開示いたします。また、必要に応じて、勧告に至った独立委員会

の議事の要旨について、当社株主の皆様に対して適時適切に開示いたします。

　なお、独立委員会は、当社取締役会に対して株主総会における当社株主の皆様の意思を確認すべきことを勧

告した後であっても、大規模買付行為が撤回された場合その他当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変

動が生じた場合、これと異なる内容の再勧告を随時当社取締役会に対して行うことができるものとします。

　かかる再勧告が行われた場合も、当社は、かかる独立委員会の再勧告およびその再勧告の理由その他当社取

締役会が適切と認める事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に

対して適時適切に開示いたします。また、必要に応じて、再勧告に至った独立委員会の議事の要旨について、

当社株主の皆様に対して適時適切に開示いたします。

　

③　独立委員会によるその他の勧告等

　独立委員会は、当社取締役会に対して、上記のほか、適宜、当社企業価値および当社株主の皆様共同の利益

の最大化の観点から適切と思われる内容の勧告や一定の法令等で許容されている場合における対抗措置の中止

または発動の停止の勧告を行うことができるものとします。

　なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は、上記①に準じるものとします。

　

イ　当社取締役会による独立委員会の勧告の尊重

　当社取締役会は、大規模買付者から提供された大規模買付情報その他の信頼できる客観的な資料や情報に基

づき、当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の確保ないし向上の観点から、企画されている大規

模買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との交渉を行うものとし、当該評

価および検討の結果、独立委員会の勧告（再勧告を含みます。以下本イにおいて同じとします。）の前提と

なった事実の認識に重要かつ不注意な誤りがあると認められる場合や、その勧告の判断過程に明らかに不合理

な点があると認められる場合等の特段の事情がある場合等、当該勧告に従うことにより取締役の善管注意義務

に違反するおそれがあると合理的に判断される等の事情があると認める場合を除き、原則として、独立委員会

の勧告に従うものとし、対抗措置の発動・不発動、対抗措置の発動の停止、発動した対抗措置の中止、または

株主総会の招集等に関する必要な取締役会決議を行うものといたします。

　かかる決議を行った場合、当社は、当社取締役会が適切と認める事項について、適用ある法令等および金融

商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して、適時適切に開示いたします。

　なお、独立委員会の再勧告により、当社取締役会が対抗措置を発動する場合、または新株予約権の無償割当

ての中止や新株予約権の取得を行う場合等においては、当社株式に係る株価について変動リスクが生じる場合

があり得ます。
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(10)　株主の意思確認手続

　　独立委員会から上記(9)②に定める株主総会における当社株主の皆様の意思を確認すべき旨の勧告がなされ

た場合には、当社取締役会は、法令等および当社定款に従い、株主総会の招集手続を遅滞なく履践するものと

いたします。

　　大規模買付行為に対する対抗措置の発動の要否や内容等についての当社株主の皆様の意思確認のための決議

は、株主総会において、議決権を行使することができる当社株主の議決権の過半数を有する当社株主が出席

し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行われるものとします。

　　大規模買付行為に対する対抗措置の発動およびその内容について当該株主総会において賛同する旨の決議が

得られた場合、当社取締役会は、当該株主総会決議に従い、大規模買付行為に対する対抗措置を発動いたしま

す。かかる対抗措置の発動に関する決議が当社取締役会において行われた場合、当社は、当社取締役会が適切

と認める事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して、適時

適切に開示いたします。

　　なお、独立委員会から上記(9)②に定める株主総会における当社株主の皆様の意思を確認すべき旨の勧告が

なされた場合、大規模買付行為は、当該意思確認の手続が完了するまでの間実行されてはならないものとしま

す。　

　

(11)　大規模買付情報の変更

　　当社が大規模買付情報の提供が完了したと判断した旨開示をした後、当社取締役会が大規模買付者によって

当該大規模買付情報につき重要な変更がなされたと判断した場合には、その旨およびその理由その他適切と認

められる情報を、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切に開示することにより、従前の

大規模買付情報を前提とする大規模買付行為（以下「変更前大規模買付行為」といいます。）について進めて

きた本プランに基づく手続は中止され、変更後の大規模買付情報を前提とする大規模買付行為を変更前大規模

買付行為とは別個の大規模買付行為として取り扱い、本プランに基づく手続が改めて適用されるものとしま

す。ただし、当社取締役会は、かかる判断に当たっては、当該意見に従うことにより取締役の善管注意義務に

違反するおそれがあると合理的に判断される等の事情があると認める場合を除き、原則として、独立委員会の

意見に従うものとします。

　

(12)　対抗措置の具体的内容

　　当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置として、会社法第277条以下に規定され

る新株予約権の無償割当てによるものを想定しています（以下、当該割り当てられる新株予約権を「本新株予

約権」といいます。）。

　　当社取締役会が具体的な対抗措置として行う株主に対する新株予約権の無償割当ての概要は（別紙１）記載

のとおりとしますが、その場合の新株予約権には、その対抗措置としての効果等を勘案した行使期間、行使条

件（例えば、大規模買付者を含む特定株主グループ(注13）は一定の例外事由が存する場合を除き当該新株予

約権を行使できないものとする等）および／または取得条項（大規模買付者を含む特定株主グループに属する

かにより取得の有無等に関する取扱いが異なるものとする等）を設けることがあります。

（注13）特定株主グループとは、(a)大規模買付者、(b)大規模買付者と（注６）または（注８）に定める関係

を有する者、および(c)大規模買付者と（注２）に定める契約金融機関等の関係にある者、ならび

に、(d)実質的に(a)ないし(c)に掲げる者を支配し、これらの者に支配され、またはこれらの者と共

同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者を総称していいます。　
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３．本プランの有効期間ならびに継続、廃止および変更について

　本プランの有効期間は、平成27年６月30日までとします。ただし、平成27年６月30日において、現に大規模買付

行為がなされ、またはなされようとしている場合には、当該行為への対応のために必要な限度で、かかる有効期間

は自動的に延長されるものとします。なお、かかる有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プ

ランを廃止する旨の議案が承認された場合、または②当社の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行わ

れた場合、本プランはその時点で廃止されるものとします。したがって、本プランは、当社株主の皆様のご意向に

従って随時これを廃止させることが可能です。

　なお、当社は、当社定款第20条第１項において取締役の任期を、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までと定めているところ、毎年の株主総会における取締役選任に関する議

案には、各取締役候補者の本プランに対する賛否を記載する予定ですので、毎年の定時株主総会における取締役選

任議案等を通じて、本プランの継続、廃止、または変更について、当社株主の皆様のご意向を随時反映させること

が可能です。

　本プランについては、本年以降、当社定時株主総会の終結後最初に開催される取締役会において、その継続、廃

止または変更の是非につき検討・決議を行います。

　また、当社取締役会は、法令等もしくは金融商品取引所規則の新設もしくは改廃により、かかる新設もしくは改

廃を反映することが合理的に必要と認められる場合、または誤字脱字等の理由により字句の修正を行うことが適切

な場合に限り、独立委員会の承認を得た上で、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。

　本プランの廃止、変更等が決議された場合には、当社は、当社取締役会または独立委員会が適切と認める事項に

ついて、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、当社株主の皆様に対して、適時適切に開示いたしま

す。

　

４．独立委員会について

　当社は、本プランによる買収防衛策について、その発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排するため、当

社の社外取締役の中の３名以上から構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）を設置していま

す。

　当社は、本プランの導入当初における独立委員会の委員として、当社社外取締役である岡田英雄氏、林　勇氏、

真殿　達氏および佐藤浩史氏の４名を選任しております。

　独立委員会の決議は、原則として委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行います。ただし、委員に事故

あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行います。

また、必要に応じて、勧告等に至った独立委員会の議事の要旨については、当社株主の皆様に対して適時適切に開

示いたします。
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５．株主および投資家の皆様への影響

(1) 本プランの効力発生時に株主および投資家の皆様へ与える影響

　本プランの効力発生時には、本新株予約権の発行自体は行われません。したがって、当社株主の皆様および投

資家の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

　

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響

　当社取締役会は、本プランに基づき、当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的

として大規模買付行為に対する対抗措置をとることがありますが、現在想定されている対抗措置の仕組み上、当

社株主および投資家の皆様（本プランに違反した大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者は除きま

す。）の権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。ただし、上記２

(12)の規定に従い、会社法その他の法令等および当社の定款上認められる他の対抗措置を発動することが相当と

判断された場合には、当該対抗措置の内容次第では、当該対抗措置の発動の結果、当社株主の皆様または投資家

の皆様の権利または経済的利益に何らかの影響が生じる可能性もないわけではありません。また、当社取締役会

が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上記２(9)に記載の手続等に従い、当社取締役会

が発動した対抗措置の中止または発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性

があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が対抗措置の発

動を中止し、本新株予約権を全て無償取得して新株を交付しない場合には、株主および投資家の皆様が保有する

当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当社株式１株当たりの経済的価値の希釈

化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性があり得ますの

で、この点を予めご承知おきください。

　また、無償割当てがなされた本新株予約権の行使および取得の手続について当社株主の皆様に関わる手続は、

次のとおりです。

　

①　本新株予約権を行使する場合

　当社株主の皆様が本新株予約権を行使することとなる場合、新株を取得するために所定の期間内に一定の金

額の払込みをしていただく必要があります。かかる手続の詳細につきましては、実際に本新株予約権の無償割

当てをすることになった際に、適用ある法令等に基づき別途お知らせいたします。

　

②　本新株予約権を取得する場合

　当社が本新株予約権を取得する場合、当該取得の対象となる本新株予約権を保有する当社株主の皆様は、上

記①の本新株予約権の行使に係る手続を何ら執ることなく、当社が本新株予約権を取得するのと引換えに、当

社株式の交付を受けることになります。但し、大規模買付者を含む特定株主グループに属する者については、

取得の有無等に関する取扱いが異なることとなる可能性があります。
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Ⅳ　本プランの合理性について

　本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開

示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を以下のとおり充足しており、また、経済産業省に設置された

企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他の買収

防衛策に関する実務・議論を踏まえた内容となっており、高度な合理性を有するものです。さらに本プランは、東京

証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則等趣旨に合致するものとなっております。

　

(1) 企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上

　本プランによる買収防衛策は、上記Ⅲ１記載のとおり、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必

要な情報の提供および考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、①当該大規模買付行為に応じるべき

か否かを当社株主の皆様が適切に判断すること、②当社取締役会が独立委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為

に対する賛否の意見または代替案を、当社株主の皆様に対して提示すること、あるいは、③当社株主の皆様のため

に大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値ないし当社株主の皆様の共同の利益の確

保・向上を目的としているものです。

　

(2) 事前の開示

　当社は、当社株主および投資家の皆様ならびに大規模買付者の予見可能性を高め、適正な選択の機会を確保する

ために、本プランを予め開示しております。

　また、当社は、今後も、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、必要に応じて適時適切な開示を行

います。

　

(3) 株主意思の重視

　当社は、平成24年６月26日に開催した第32期定時株主総会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応

策（買収防衛策）の一部変更および継続の件」を付議し、本プランについての当社株主の皆様の承認を受けており

ます。

　

(4) 独立委員会の設置

　当社取締役会は、上記Ⅲ４記載のとおり、大規模買付行為に対するその賛否等についての判断の透明性および公

正性を担保し、かつ、本プランに基づく対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排するために、独

立委員会を設置することとし、当社取締役会が対抗措置の発動等に関する取締役会決議をする場合には、当該勧告

に従うことにより取締役の善管注意義務に違反するおそれがあると合理的に判断される等の事情があると認めると

きを除き、原則として、独立委員会の勧告に従うものとしています。

　

(5) 外部専門家の意見の取得

　上記Ⅲ２(7)記載のとおり、当社取締役会は、対抗措置の発動に際しては、必要に応じて当社取締役会から独立

した第三者的立場にある専門家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得るものとさ

れています。これにより、当社取締役会の判断の客観性および合理性が担保されることになります。

　

(6) 取締役の選任を通じた当社株主の皆様の意思確認

　上記Ⅲ３記載のとおり、当社定款第20条第１項において、当社の取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までと規定されているため、毎年の定時株主総会におけ

る取締役選任を通じて、本プランを廃止するか否かについての当社株主の皆様のご意思が確認されることになりま

す。

　

(7) デッドハンド型買収防衛策またはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、上記Ⅲ３記載のとおり、当社の株主総会または株主総会において選任された取締役により構成され

る取締役会によって、いつでも廃止することができるため、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成

員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）またはスローハンド型買収防衛策（取締役会の

構成員の交替を一度に行うことができないため、発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）ではありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ユー・エス・エス(E05045)

四半期報告書

17/40



　(資料)

　

新株予約権の無償割当ての概要

　

１．割当対象株主

　取締役会で別途定める基準日における株主名簿に記載または記録された株主に対し、その所有株式（ただし、

当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新株予約権の無償割当てをする。

　

２．新株予約権の目的である株式の種類および数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の行使により交付される当社普通株式は

１株とする。

　

３．新株予約権の無償割当ての効力発生日

　取締役会において別途定める。

　

４．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される財産の当社普

通株式１株当たりの価額は金１円以上とする。

　

５．新株予約権の譲渡制限

　新株予約権の譲渡による取得については、取締役会の承認を要するものとする。

　

６．新株予約権の行使条件

　新株予約権の行使条件は取締役会において別途定めるものとする（例えば、大規模買付者を含む特定株主グ

ループに属する者は、一定の例外事由が存する場合を除き、新株予約権を行使できないものとするとの行使条件

を付すこともあり得る。）。

　

７．当社による新株予約権の取得

　当社は、大規模買付者が本プランに定める手続に違反をした日その他の一定の事由が生じることまたは取締役

会が別に定める日が到来することのいずれかを条件として、取締役会の決議に従い、大規模買付者を含む特定株

主グループに属するか否かにより取得の有無等に関する取扱いが異なること等を内容とする取得条項を取締役会

において付すことがあり得る。なお、いずれにせよ、大規模買付者を含む特定株主グループに属する者が所有す

る本新株予約権を取得する場合には、その取得の対価として金銭の交付を行うことはしないものと致します。

　

８．新株予約権の無償取得事由（対抗措置の廃止事由）

　以下の事由のいずれかが生じたときは、当社は、新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとす

る。

(a) 当社の株主総会において大規模買付者の買収提案について普通決議による賛同が得られた場合

(b) 当社独立委員会の全員一致による決定があった場合

(c) その他取締役会が別途定める場合

　

９．新株予約権の行使期間等

　新株予約権の行使期間その他必要な事項については、取締役会において別途定めるものとする。
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４．研究開発活動

　該当事項はありません。

　

５．主要な設備　

　前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等の計画のうち、当第２四半期連結累計期間

に完了したものは次のとおりです。

　　　①新設

会社名 事業所名 所在地
セグメント

の名称
設備の内容

投資総額

（百万円）
資金調達 完了年月

 株式会社

 ユー・エス・エス
名古屋会場

愛知県

東海市

オート

オークション

オークション会場

棟の建替
7,680 自己資金

平成25年

８月

　　（注）上記の金額には、消費税等は含んでおりません。

　

　　　②除却

　名古屋会場の建て替えに伴い従前のオークション会場棟および設備を除却しております。当該資産は前連結会計

年度において耐用年数を建て替え予定月までの期間に見直しております。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　（注）　平成25年８月５日開催の取締役会決議により、平成25年10月１日付で株式分割、単元株式数の変更に伴う

定款の変更を行い、発行可能株式総数は1,080,000,000株増加し、1,200,000,000株となっております。

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 31,325,000 313,250,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

10株

計 31,325,000 313,250,000 － －

　（注）　１．「提出日現在発行数」欄には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行

使により発行された株式数は含まれておりません。

　　　　　２．平成25年８月５日開催の取締役会決議により、平成25年10月１日付で株式分割、単元株式数の変更に

伴う定款の変更を行い、単元株式数は100株となっております。また、この株式分割により株式発行数は

281,925,000株増加し、313,250,000株となっております。
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（２）【新株予約権等の状況】

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

　決議年月日 　平成25年６月25日

　新株予約権の数（個） 　490

　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　―

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,900（注）１　

　新株予約権の行使時の払込金額（円） 1　

　新株予約権の行使期間
自　平成25年７月13日

至　平成50年６月30日

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

　発行価格及び資本組入額（円）　

　　発行価格　　　9,355

　　資本組入額　　4,678

　新株予約権の行使の条件 　（注）２

　新株予約権の譲渡に関する事項 　当社取締役会の承認を要する。

　代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）３

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という）は10株です。

ただし、当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数を調整します。

なお、平成25年10月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っており、提出日現在において、目的

となる株式の数は49,000株に増加しております。　　　　

　　　　２．新株予約権の行使の条件は次のとおりです。

 (1)新株予約権者は、当社の取締役（委員会設置会社における執行役を含む。）、監査役および執行役員のい

ずれの地位をも喪失した場合に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約

権者は、上記のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経

過する日までの間に限り、募集新株予約権を行使することができる。

 (2)上記(1)に拘らず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②については、組織再編

における募集新株予約権の消滅および再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針に従って新

株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り募集新株予約権を行使できるものとする。

 ①新株予約権者が行使期間満了日の属する年の前年の６月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかっ

た場合には、その翌日以降、新株予約権行使期間の満了日まで新株予約権を行使できるものとする。

 ②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締

役会決議または代表執行役の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

 (3)新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することができないも

のとする。

　　　　３．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりです。

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換

がその効力を生じる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において

残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約または株式移転計画において定めることを条件とする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日　
― 31,325,000 ― 18,881 ― 4,583

（注）平成25年10月１日付で１株を10株に株式分割し、発行済株式総数が281,925,000株増加しております。
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（６）【大株主の状況】

 （平成25年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ステート　ストリート　バンク
アンド　トラスト　カンパ
ニー　（常任代理人　香港上海
銀行東京支店　カストディ業務
部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋３丁目11番1号）

1,896 6.05

ビービーエイチ　フォー　フィ
デリティ　ロー　プライスド　
ストック　ファンド（プリンシ
パル　オール　セクター　サブ
ポートフォリオ）
（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

82 DEVONSHIRE ST BOSTON MASSACHUSETTS

02109360582

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

1,625 5.18

瀬田　大 名古屋市瑞穂区 1,500 4.78

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 986 3.14

瀬田　衛 名古屋市瑞穂区 910 2.90

安藤　之弘 名古屋市瑞穂区 909 2.90

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 864 2.76

ステート　ストリート　バンク

アンド　トラスト　カンパ
ニー　５０５２２
３　　　　　　　　（常任代理
人　株式会社みずほ銀行決済営
業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.　　　　　　　　　　　　　　

（東京都中央区月島４丁目16番地13

　

861 2.75

野村信託銀行株式会社（退職

給付信託三菱東京ＵＦＪ銀行

口）

東京都千代田区大手町２丁目２番２号 840 2.68

株式会社服部モータース 愛知県東海市名和町一枚畑30番地の１ 720 2.29

計 ───── 11,113 35.47

　（注）１．上記のほか、自己株式が5,401千株あります。
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　　　　２．エフエムアール エルエルシーにより平成25年７月17日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）にお

いて、平成25年７月10日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成25年

９月30日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エフエムアール　エルエルシー
米国 02210 マサチューセッツ州ボスト

ン、サマー・ストリート245
4,097 13.08

合計 ───── 4,097 13.08

　　　　３．ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社他１社連名により平成25年９月５日付で提出された大量保

有報告書において、平成25年８月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して平成25年９月30日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　ＭＦＳインベストメント・マネ

ジメント株式会社

東京都千代田区霞が関一丁目４番２号　大
同生命霞が関ビル

130 0.41

マサチューセッツ・ファイナン
シャル・サービセズ・カンパ
ニー

米国02199、マサチューセッツ州、ボスト
ン、ハンティントンアベニュー111

1,461 4.66

合計 ───── 1,592 5.08
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     5,401,680 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　　25,922,480 2,592,248 －

単元未満株式 普通株式　　　　 　 840 － 一単元(10株)未満の株式

発行済株式総数  31,325,000 － －

総株主の議決権 － 2,592,248 －

　（注）１．ＵＳＳ従業員持株会専用信託が所有する株主名簿上の当社株式89,540株（議決権の数8,954個）につきまし

ては、「完全議決権株式（その他）」に含めて表示しております。

　　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が60株（議決権の数６個）含まれて

おります。

　

②【自己株式等】

 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ユー・エ

ス・エス

愛知県東海市新宝

町507番地の20
5,401,680 － 5,401,680 17.24

計 － 5,401,680 － 5,401,680 17.24

　（注）　 自己名義所有株式としては、上記のほか単元未満株式３株を所有しております。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　　

　

EDINET提出書類

株式会社ユー・エス・エス(E05045)

四半期報告書

25/40



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 37,033 38,436

オークション貸勘定
※1 13,660 ※1 7,784

受取手形及び売掛金 2,662 2,407

有価証券 508 －

たな卸資産
※2 947 ※2 919

その他 1,277 1,749

貸倒引当金 △41 △34

流動資産合計 56,047 51,262

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 27,537 32,485

土地 58,190 58,233

建設仮勘定 1,197 217

その他（純額） 1,545 2,387

有形固定資産合計 88,470 93,324

無形固定資産

のれん 17 11

その他 800 1,187

無形固定資産合計 818 1,199

投資その他の資産

投資その他の資産 9,298 9,337

貸倒引当金 △91 △92

投資その他の資産合計 9,206 9,244

固定資産合計 98,496 103,769

資産合計 154,543 155,031

負債の部

流動負債

オークション借勘定
※1 16,185 ※1 9,209

支払手形及び買掛金 556 467

短期借入金 93 93

未払法人税等 4,921 5,310

引当金 523 547

その他 5,885 7,315

流動負債合計 28,165 22,943

固定負債

長期借入金 864 701

引当金 75 82

資産除去債務 687 691

その他 5,075 5,079

固定負債合計 6,701 6,555

負債合計 34,866 29,498

EDINET提出書類

株式会社ユー・エス・エス(E05045)

四半期報告書

27/40



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,881 18,881

資本剰余金 18,969 18,985

利益剰余金 125,599 131,128

自己株式 △39,177 △39,051

株主資本合計 124,273 129,944

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 158 250

土地再評価差額金 △5,319 △5,319

その他の包括利益累計額合計 △5,160 △5,068

新株予約権 237 243

少数株主持分 327 413

純資産合計 119,676 125,532

負債純資産合計 154,543 155,031
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 30,944 32,379

売上原価 12,311 12,730

売上総利益 18,632 19,649

販売費及び一般管理費
※ 4,580 ※ 4,504

営業利益 14,052 15,144

営業外収益

受取利息 6 21

不動産賃貸料 201 236

雑収入 99 71

営業外収益合計 306 330

営業外費用

支払利息 3 2

不動産賃貸原価 32 32

複合金融商品評価損 54 8

雑損失 12 9

営業外費用合計 102 53

経常利益 14,256 15,420

特別利益

固定資産売却益 10 7

特別利益合計 10 7

特別損失

固定資産売却損 0 5

固定資産除却損 16 173

その他 － 22

特別損失合計 17 201

税金等調整前四半期純利益 14,250 15,227

法人税等 5,515 5,835

少数株主損益調整前四半期純利益 8,734 9,391

少数株主利益又は少数株主損失（△） △24 93

四半期純利益 8,759 9,298
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 8,734 9,391

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △56 91

その他の包括利益合計 △56 91

四半期包括利益 8,678 9,483

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,702 9,390

少数株主に係る四半期包括利益 △24 93
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 14,250 15,227

減価償却費及びその他の償却費 1,710 1,829

のれん償却額 △6 14

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △19 23

退職給付引当金の増減額（△は減少） △101 7

受取利息及び受取配当金 △13 △30

支払利息 3 2

複合金融商品評価損益（△は益） 54 8

有形固定資産除売却損益（△は益） 6 168

オークション勘定の増減額 367 △1,099

売上債権の増減額（△は増加） 363 254

仕入債務の増減額（△は減少） △80 △88

預り金の増減額（△は減少） △1,002 △1,027

その他 △647 △731

小計 14,875 14,553

利息及び配当金の受取額 15 31

利息の支払額 △3 △1

法人税等の支払額 △6,941 △5,509

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,945 9,072

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 6,100 △6,500

有形固定資産の取得による支出 △254 △4,177

有形固定資産の売却による収入 21 17

無形固定資産の取得による支出 △73 △49

投資有価証券の償還による収入 100 500

長期前払費用の取得による支出 △7 △20

子会社株式の取得による支出 － △15

その他 △28 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,857 △10,247

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出
※2 △146 ※2 △162

預り保証金の預りによる収入 119 119

預り保証金の返還による支出 △38 △33

自己株式の取得による支出 △12,309 －

自己株式の売却による収入
※2 101 ※2 103

配当金の支払額 △3,644 △3,769

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △186 △179

その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,103 △3,921

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,300 △5,097

現金及び現金同等物の期首残高 28,540 34,833

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 26,240 ※1 29,736
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．オークション貸勘定およびオークション借勘定

前連結会計年度（平成25年３月31日）

　オークション貸勘定およびオークション借勘定は、オークション業務に関連して発生する会員に対する

債権および債務であり、その主なものは、立替および預り車両代金、未収出品料収入、未収成約料収入お

よび未収落札料収入等であります。

　なお、オークション貸勘定およびオークション借勘定残高は、連結会計年度末日とオークション開催日

との関連によって増減いたします。

 

当第２四半期連結会計期間（平成25年９月30日）

　オークション貸勘定およびオークション借勘定は、オークション業務に関連して発生する会員に対する

債権および債務であり、その主なものは、立替および預り車両代金、未収出品料収入、未収成約料収入お

よび未収落札料収入等であります。

　なお、オークション貸勘定およびオークション借勘定残高は、第２四半期連結会計期間末日とオーク

ション開催日との関連によって増減いたします。

 

※２．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

商品及び製品 590百万円 581百万円

仕掛品 14 16

原材料及び貯蔵品 342 322
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

販売促進費 632百万円 476百万円

貸倒引当金繰入額 14 5

従業員給料・賞与 1,326 1,312

賞与引当金繰入額 261 270

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 28,440百万円 38,436百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,200 △8,700

現金及び現金同等物 26,240 29,736

　

※２．「信託型従業員持株会インセンティブ・プラン」の導入に伴い、四半期連結キャッシュ・フロー計算書の

各項目には従持信託に係るキャッシュ・フローが含まれております。その主な内容は次のとおりでありま

す。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

従持信託における自己株式の売却による収

入
101百万円 103百万円

従持信託における長期借入金の返済による

支出
△99 △115
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

 平成24年６月26日

 定時株主総会
普通株式 3,660 134.00  平成24年３月31日  平成24年６月27日 利益剰余金

　　（注）配当金の総額は、従持信託が保有する株主名簿上の当社株式121千株に対する配当金16百万円を含めて記載し

ております。

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

 平成24年11月６日

 取締役会
普通株式 4,185 161.50  平成24年９月30日  平成24年12月11日 利益剰余金

　　（注）１．配当金の総額は、従持信託が保有する株主名簿上の当社株式109千株に対する配当金17百万円を含めて記

載しております。

　　　　　 ２．１株当たり配当額には記念配当30円を含んでおります。

　

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

 当社は、平成24年８月27日の取締役会において自己株式を取得することを決議し、普通株式1,410,000

株を取得いたしました。この自己株式の取得等により、当第２四半期連結累計期間において自己株式が

12,156百万円増加しております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

 平成25年６月25日

 定時株主総会
普通株式 3,783 146.00  平成25年３月31日  平成25年６月26日 利益剰余金

　　（注）配当金の総額は、従持信託が保有する株主名簿上の当社株式98千株に対する配当金14百万円を含めて記載し

ております。

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

 平成25年11月12日

 取締役会
普通株式 4,134 159.50  平成25年９月30日  平成25年12月９日 利益剰余金

　　（注）１．配当金の総額は、従持信託が保有する株主名簿上の当社株式89千株に対する配当金14百万円を含めて記

載しております。

　　　　　２．１株当たり配当額については、基準日が平成25年９月30日であるため、平成25年10月１日付の株式分割

（１：10）は加味しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

オートオー
クション

中古自動
車等買取
販売

計

売上高        

外部顧客への売

上高
22,579 5,580 28,159 2,784 30,944 － 30,944

セグメント間の
内部売上高また
は振替高

223 0 223 1 225 △225 －

計 22,802 5,580 28,383 2,786 31,169 △225 30,944

セグメント利益ま

たは損失(△)
13,796 196 13,993 △3 13,989 63 14,052

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、株式会社アビヅの廃自動

車等のリサイクル事業と株式会社カークエストの廃ゴムのリサイクル事業および株式会社ＵＳＳロジス

ティクス・インターナショナル・サービスの中古自動車の輸出手続代行サービス事業であります。

２．セグメント利益の調整額63百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報　

 該当事項はありません。　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

オートオー
クション

中古自動
車等買取
販売

計

売上高        

外部顧客への売

上高
23,558 5,700 29,258 3,120 32,379 － 32,379

セグメント間の
内部売上高また
は振替高

287 0 287 3 291 △291 －

計 23,845 5,700 29,545 3,124 32,670 △291 32,379

セグメント利益 14,463 380 14,843 232 15,076 67 15,144

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、株式会社アビヅの廃自動

車等のリサイクル事業と株式会社カークエストの廃ゴムのリサイクル事業および株式会社ＵＳＳロジス

ティクス・インターナショナル・サービスの中古自動車の輸出手続代行サービス事業であります。

２．セグメント利益の調整額67百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報　

 該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 32円54銭 35円87銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 8,759 9,298

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 8,759 9,298

普通株式の期中平均株式数（千株） 269,164 259,186

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 32円47銭 35円80銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 531 491

（うち新株予約権（千株）） (531) (491)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１．普通株式の期中平均株式数には、従持信託が保有する自己株式が含まれております。

　　　２．当社は、平成25年８月５日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき10株

の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四

半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　　

EDINET提出書類

株式会社ユー・エス・エス(E05045)

四半期報告書

36/40



（重要な後発事象）

（株式分割および単元株式数の変更について）

　当社は、平成25年８月５日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付けをもって株式分割および単元株

式数の変更を実施いたしました。

　

１．株式分割および単元株式数の変更の目的

　　当社は、全国証券取引所が公表しました「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、当社株式を上

場している証券市場の利便性・流動性の向上に資するため、普通株式１株を10株に分割するとともに、単元株式

数を10株から100株に変更いたしました。なお、本株式分割および単元株式数の変更に伴う投資単位の実質的な

変更はございません。

　

２．株式分割の概要

　（１）分割の方法

　　　　平成25年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式

を、１株につき10株の割合をもって分割いたしました。

　（２）分割により増加する株式数

　　　①株式分割前の発行済株式総数　　　　　31,325,000株

　　　②今回の分割により増加した株式数　　 281,925,000株

　　　③株式分割後の発行済株式総数　　　　 313,250,000株

　　　④株式分割後の発行可能株式総数　　 1,200,000,000株

　（３）分割の日程

　　　①基準日公告日　　　　　平成25年９月13日（金）

　　　②基準日　　　　　　　　平成25年９月30日（月）

　　　③効力発生日　　　　　　平成25年10月１日（火）

　

３．単元株式数の変更

　（１）変更後の単元株式数

　　　　上記「２．株式分割の概要」に記載した株式分割の効力発生日をもって、単元株式数を10株から100株に

変更いたしました。

　（２）変更の日程

　　　　効力発生日　　　　　　平成25年10月１日（火）

　　　　（ご参考）株式売買後の振替手続の関係で、東京証券取引所および名古屋証券取引所における当社株式の

売買単位は、平成25年９月26日（木）付けをもって、10株から100株に変更されました。

　

４．１株当たり情報に及ぼす影響

　　当該株式分割による影響については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（１株当たり

情報）」に記載しております。
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２【その他】

　平成25年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額…………………4,134百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………159円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年12月９日

　 （注）平成25年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年11月13日

株式会社ユー・エス・エス

取 締 役 会　 御 中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　田　　　順

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新　家　德　子

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユー・

エス・エスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日

から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユー・エス・エス及び連結子会社の平成25年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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